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本日の内容

＜指定通報＞

1. 国際登録の指定国への通報

＜拒絶通報＞

2. 欠陥のある拒絶通報

3. 区分相違を理由とする拒絶

4. 商標見本を理由とする拒絶

5. 複数優先権を理由とする拒絶

6. 二重指定を理由とする拒絶

7. 限定による拒絶通報への応答

8. 保護認容声明後の拒絶通報

＜更新＞

9. 有効な指定国のない国際登録

10. 更新料の計算における注意点

＜その他＞

11. オプティング・バック

12. 異議申立の監視

13. 標準文字の宣言の効果

14. 名義変更拒否の宣言
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1. 国際登録の指定国への通報

2

指定通報 登録証



LIFE MINUTE

LIFE MINUTE 3 PM

3

この商標

の読み方として正しいのはどちらでしょうか？

1. 国際登録の指定国への通報



4

更正された登録証のカバーレターの商標の読み方

1. 国際登録の指定国への通報

MM2のItem9(f)に記載できる商標の読み方

Madrid Monitorの更正後の商標の読み方



2. 欠陥のある拒絶通報

5
欠陥ある拒絶通報のカバーレターの例

Madrid Monitorの黙示の同意による保護



無視して良い

拒絶理由によって異なる

6

国際登録簿に記録されなかった欠陥のある拒絶通報は、無視
して良いでしょうか？

2. 欠陥のある拒絶通報



3. 区分相違を理由とする拒絶

7

区分相違を理由とする拒絶の例



WIPOに更正を求める

事後指定のニース分類は変更で
きないと、指定国に応答する

8

事後指定の商品リストの区分が、最新のニース分類に従ってい
ないことを理由とする拒絶通報に対して、より適切な対応はど
れでしょうか？

3.区分相違（ニース分類の適用版）を理由とする拒絶
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3.区分相違（ニース分類の適用版）を理由とする拒絶

最新のニース分類が適用されていないことを理由とする拒絶の例 2023年1月1日以前に登録された国際登録には第12版が適
用されないというInformation Noticeの抜粋



4. 商標見本を理由とする拒絶
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商標中の®の削除を求める拒絶理由



4. 商標見本を理由とする拒絶
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WIPOに更正を申請する

指定国に商標見本の修正が可能
か問い合わせる

商標見本中の®を削除すべきという拒絶通報に対して、より適
切な対応はどれでしょうか？



5. 複数優先権を理由とする拒絶
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出願日の異なる複数の出願に基づく優先権主張は削除すべきという拒絶通報



5. 複数優先権を理由とする拒絶
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WIPOに優先権主張を削除する更
正を求める

官庁に優先権主張の削除の手続
を行う

出願日の異なる複数の出願に基づく優先権主張は認めら
れないことから、優先権の主張を削除すべきという拒絶通
報に対して、より適切な対応はどれでしょうか？



6.二重指定を理由とする拒絶

14

同一の指定国を二重に指定したことを理由とする拒絶通報



6.二重指定を理由とする拒絶
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最初の指定についてのみ、WIPO
に放棄を申請する

WIPOに放棄を申請後、再度、事
後指定する

最初の指定の拒絶が確定する前に事後指定したところ、二
重指定は認められないという拒絶通報に対して、より適切
な対応はどれでしょうか？



7. 限定による拒絶通報への応答
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どの指定国でも応答と認められる

指定国によっては応答と認められ
ない

拒絶理由が商品リストの一部の場合、商品リストをWIPOを

通じて限定すれば、どの指定国でも拒絶通報への応答と
認められるでしょうか？



7.限定による拒絶通報への応答
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WIPOを通じた商品リストの限定が拒絶通報への応答と認められるかどうかに関する情報

中国、シンガポール、タイ、US等

EU、インドネシア、韓国、英国等



7の2. 限定による拒絶通報への応答（一部拒絶）
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拒絶の対象以外の商品を含めて拒
絶される

指定国によっては、拒絶の対象以
外の商品は保護される

拒絶理由が商品リストの一部の場合、拒絶の対象となる商
品リストを限定等により削除しない限り、全ての商品リスト
について拒絶されるでしょうか？



8. 保護認容声明送付後の拒絶通報
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規則18の3(1)に基づく保護認容声明 規則17(1)に基づく暫定拒絶通報



8. 保護認容声明送付後の拒絶通報
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保護認容声明

暫定拒絶通報

保護認容声明の受領後、拒絶通報期間内に、その指定国
から暫定拒絶通報を受領した場合、どちらの決定が優先す
るでしょうか？



8. 保護認容声明送付後の拒絶通報



9. 有効な指定国のない国際登録（空指定）

22

USのみを指定国とする国際登録 規則19に基づくUSに関する全部無効の通報



9.有効な指定国のない国際登録（空指定）
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更新できる

更新できない

全ての指定国について、放棄又は全部無効が記録された
国際登録について更新することはできるでしょうか？



9の2.有効な指定国のない国際登録
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更新できる

更新できない

全ての指定国について、拒絶確定声明が記録された国際
登録について更新することはできるでしょうか？
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2018年10月10日付の更新通報 2015年6月15日付の全部無効の通報

10. 更新料の計算における注意点（限定、無効）

商品リストの限定は、追加手数料の額に影響しない

指定国の無効の決定は、国際登録簿に記録されるまで個別手数料の額に影響しない



10. 更新料の計算における注意点（名義変更）

26

米国

ブルガリア

米国（議定書）とブルガリア（協定・議定書）に居所のある法
人の共同名義による国際登録の更新料をFee Calculator
で計算する場合、 名義人の締約国の官庁は米国とブルガ
リアのどちらを選択すべきでしょうか？



11. オプティング・バック
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ある

ない

EUの指定について、フランスの権利者の異議に基づく拒絶

通報を受領した場合、欧州連合商標としての保護を諦める
代わりに、EU加盟国について、マドリッド制度の枠内で、登
録を維持する方法はあるでしょうか？



11. オプティング・バック
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転換により生じる事後指定は、EUIPO経由でWIPOに申請

MM16ではなく、EUの様式の使用を推奨

EUIPOの手数料は200€
申請期限は、EUの指定の最終拒絶の場合は、その日から3
か月以内

転換により生じるEU加盟国の事後指定日は、EUを指定した
国際登録日、又は事後指定日



12. 異議申立の監視
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トルコの異議申立に関するInformation Notice メキシコの異議申立に関するInformation Notice



12. 異議申立の監視
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特に不利益はない

異議申立の通知が権利者に送付
されない

オーストラリアの保護認容声明には、権利者はオーストラリ
ア又はニュージーランドのAddress for serviceを官庁に提

供すべきと書いてありますが、提供しないと、どのような不
利益があるでしょうか？
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12. 異議申立の監視
オーストラリアの保護認容声明



13. 標準文字の宣言
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特に不利益はない

指定国によっては、拒絶通報へ
の応答、データベースの修正が
必要となる

文字のみからなる商標について標準文字の宣言をしない
場合、どのような不利益があるのでしょうか？
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13. 標準文字の宣言

標準文字についての詳細は、Information Notice No. 11/2013をご参照ください。



13. 標準文字の宣言

標準文字を宣言することによるメリット

商標の記述がなくてもUSPTOから拒絶通報を受領しない

EUIPOで文字商標として記録される

ラテン文字を母国語として使用する締約国においては、商標の
保護範囲が広い

標準文字を宣言することによるデメリット

ラテン文字を母国語として使用する締約国においては、先願と
みなされる商標の対象が広い
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14. 名義変更拒否の宣言

35

1) 中国を指定国に含む名義変更

2) 名義変更拒否の宣言

3) 中国については元の名義人の名称で別の国際登録
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4) 引用された国際登録を含む名義変更 6) 名義変更拒否の宣言の撤回

14. 名義変更拒否の宣言

5) 引用された国際登録の更新



14. 名義変更拒否の宣言

37

自動的に併合される

併合（MM23）を申請する必要
がある

名義変更拒否の宣言が撤回された場合、別に登録された
国際登録は、元の国際登録に自動的に併合されるでしょう
か？



引用された商標が国際登録の場合

名義変更拒否の宣言の日から3か月以内に、引用された国際登録を新名
義人に変更すれば、CNIPAは職権で再審査

名義変更拒否の宣言の日から3か月以降は、引用された国際登録を新名
義人に変更し、かつ、現地代理人を通じてCNIPAに再審査を請求

引用された商標が国内登録の場合

名義変更拒否の宣言の日から3か月以内に、引用された国内登録を現地
代理人を通じて新名義人に変更すれば、CNIPAは職権で再審査

名義変更拒否の宣言の日から3か月以降は、引用された国内登録を現地
代理人を通じて新名義人に変更し、かつ、CNIPAに再審査を請求
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14. 名義変更拒否の宣言（中国） 参考情報



1. 国際登録の指定国への通報

この商標

の読み方として正しいのはどちらでしょうか？

LIFE MINUTE 3 PM
LIFE MINUTE

解説）正解はないので、どちらも正しいが、IRN 1636521について
は、官庁の請求を受けてLIFE MINUTEに更正

2. 欠陥のある拒絶通報

国際登録簿に記録されなかった欠陥のある拒絶通報は、無視して
良いでしょうか？

無視して良い

拒絶理由によって異なる

解説）先願との抵触を理由とする拒絶の場合、無効審判を請求さ
れる可能性がある

マドリッド制度のよくある質問 (回答1)

3. 区分相違（ニース分類の適用版）を理由とする拒絶

事後指定の商品リストの区分が、最新のニース分類に従っていな
いことを理由とする拒絶通報に対して、より適切な対応はどれで
しょうか？

WIPOに更正を求める

事後指定のニース分類は変更できないと指定国に応答する

解説）事後指定の商品リストの分類は、国際登録時の版がそのま
ま適用 (Information Notice No. 28/2022, パラ5参照)

4. 商標見本を理由とする拒絶

商標見本中の®を削除すべきという拒絶通報に対して、より適切
な対応はどれでしょうか？

WIPOに更正を申請する

指定国に商標見本の修正が可能か問い合わせる

解説）商標見本は、WIPOの誤りか、本国官庁が公報発行から9か
月以内に更正を請求した場合のみ修正可
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* 赤枠で囲まれた回答が正解です



マドリッド制度のよくある質問 (回答2)

5. 複数優先権を理由とする拒絶

出願日の異なる複数の出願に基づく優先権主張は認められない
ことから、優先権の主張を削除すべきという拒絶通報に対して、よ
り適切な対応はどれでしょうか？

WIPOに優先権主張を削除する更正を求める

官庁に優先権主張の削除の手続を行う

解説）国際登録簿に記録された優先権主張は削除できない

6. 二重指定を理由とする拒絶

最初の指定の拒絶が確定する前に事後指定したところ、二重指定
は認められないという拒絶通報に対して、より適切な対応はどれで
しょうか？

最初の指定についてのみ、WIPOに放棄を申請する

WIPOに放棄を申請後、再度、事後指定する

解説）国際登録簿に記録された放棄の効果は指定国全体に及び、
最初の指定に限定できない

7. 限定による拒絶通報への応答

拒絶理由が商品リストの一部の場合、商品リストをWIPOを通じて限
定すれば、どの指定国でも拒絶通報への応答と認められるでしょう
か？

認められる

認められない

解説）中国、US等、WIPO経由の限定の記録を拒絶通報への応答と
認めない締約国もある（拒絶通報、Profiles Database要参照）

7の2. 限定による拒絶通報への応答（一部拒絶）

拒絶理由が商品リストの一部の場合、拒絶の対象となる商品リストを
限定等により削除しない限り、全ての商品リストについて拒絶される
でしょうか？

拒絶の対象以外の商品を含めて拒絶される

指定国によっては、拒絶の対象以外の商品は保護される

解説）一部拒絶の場合、限定する必要がない締約国の方が一般的で
あり、日本のように、限定しない限り、全ての商品について拒絶する
締約国の方は少数派
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* 赤枠で囲まれた回答が正解です



マドリッド制度のよくある質問 (回答3)

8. 保護認容声明送付後の拒絶通報

最終処分である保護認容声明の受領後、拒絶通報期間内に、その指定
国の暫定拒絶通報を受領しました。どちらの決定が優先するでしょうか。

保護認容声明

暫定拒絶通報

解説）議定書5条（2）と規則18の3(1)が抵触した場合、議定書が優先

9. 有効な指定国のない国際登録（空指定）

全ての指定国について、放棄又は全部無効が記録された国際登録につ
いて更新することはできるでしょうか？

更新できる

更新できない

解説）議定書7条（1）は、国際登録が少なくとも1つの締約国で有効である
ことを前提として、8条で指定国への料金の支払を規定しているので、指
定国なし（空指定）では更新は認められない

9の2. 有効な指定国のない国際登録

全ての指定国について、拒絶確定声明が記録された国際登録について
更新することはできるでしょうか？

更新できる

更新できない

解説）拒絶確定声明が記録されていたとしても、指定国で司法手続が係
属している可能性があることから更新可（空指定ではない）。ただし、全て
の指定国で拒絶が確定していたとしても、更新は取消せない。

10. 更新料の計算における注意点

米国（議定書）とブルガリア（協定・議定書）に居所のある法人の共同名
義による国際登録の更新料をFee Calculatorで計算する場合、 名義人
の締約国の官庁は米国とブルガリアのどちらを選択すべきでしょうか？

米国

ブルガリア

解説）協定・議定書双方の加盟国について出願資格のある共同名義人
がいる場合、協定加盟国間では個別手数料が適用されないブルガリアを
締約国の官庁として選択
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* 赤枠で囲まれた回答が正解です



マドリッド制度のよくある質問 (回答4)

11. オプティング・バック

EUの指定について、フランスの権利者の異議に基づく拒絶通報を受領し
た場合、欧州連合商標としての保護を諦める代わりに、EU加盟国につい
て、マドリッド制度の枠内で、登録を維持する方法はあるでしょうか？

ある

ない

解説）EUを指定した名義人は、EUの指定が最終拒絶等により効力を
失った場合、ＥＵの指定を、ＥＵ加盟国の各国出願に転換(conversion)
することが可能。この転換をマドリッド制度の枠内で行うこと、EU各国の
事後指定に転換することを”オプティング・バック”という。

12. 異議申立の監視

オーストラリアの保護認容声明には、権利者はオーストラリア又はニュー
ジーランドのAddress for serviceを官庁に提供すべきと書いてあります
が、提供しないと、どのような不利益があるでしょうか？

特に不利益はない

異議申立の通知が権利者に送付されない

解説）Address for serviceがない場合、オーストラリアは異議申立の通
知を権利者に送付。特に、制裁も罰則もない。

13. 標準文字の宣言の効果

文字のみからなる商標について標準文字の宣言をしない場合、どのよう
な不利益があるのでしょうか？

特に不利益はない

指定国によっては、拒絶通報への応答、データベースの修正が必要とな
る

解説）標準文字の宣言がない場合、USでは商標の記述が求められ、EU
では図形商標としてデータベースに記録される。

14. 名義変更拒否の宣言

名義変更拒否の宣言が撤回された場合、別に登録された国際登録は、
元の国際登録に自動的に併合されるでしょうか？

自動的に併合される

併合(MM23)を申請する必要がある

解説）WIPOは職権で併合しないので、権利者が併合を申請する必要が
ある
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* 赤枠で囲まれた回答が正解です



Q&Aセッション



オンラインセミナー(Webinar)
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WIPO日本事務所ウェブサイトにおけるマドリッド関連情報 45



世界知的所有権機関(WIPO)日本事務所

住所: 〒100-0013 
東京都千代田区霞が関1丁目4-2 
大同生命霞が関ビル3階

TEL: 03-5532-5030
FAX: 03-5532-5031
E-Mail: japan.office@wipo.int
URL:  www.wipo.int/japan

お問い合わせ先
46
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